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周防大島町 循環型社会形成推進地域計画 

 

１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域 

構成市町名：周防大島町 

面    積：138.09ｋｍ２（令和３年 10月 現在） 

人      口：14,120 人（令和４年 10 月１日 現在） 

 

(2) 計画期間 

本計画は、令和６年４月１日らか令和 11 年３月 31 日までの 5 年間を計画期間とする。な

お、目標達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には、計画を見直すものと

する。 

 

(3) 基本的な方向 

周防大島町は、山口県の最東端に位置し、四方を瀬戸内海に囲まれた地域である。美しい

海と豊かな自然を次世代に残すため、ごみの発生・排出抑制、資源化・再利用を推進すると

ともに、海ごみゼロに向けた「海ごみゼロ宣言」をしている。 

今後については、プラスチック資源循環の促進等に関する法律等に従い、容器包装プラス

チック類を除くプラスチック使用製品廃棄物の再資源化に取り組む必要がある。また、３Ｒ

運動の推進や「なぜ分別する必要があるのか」など住民への分かりやすい情報提供等により、

更なる循環型社会の形成を行っていく。 

生活排水処理に関しては、合併処理浄化槽設置事業を積極的に進め、環境基準を満たして

いない河川などの浄化政策を行っていく。また、下水道の適正な利用方法なども、関係各所

と連携を図り、より良い生活環境を目指していく。 
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(4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

令和３年３月に策定された山口県循環型社会形成推進基本計画（第４次計画）では、柳井

広域ブロック（柳井市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町）が示され、「ごみ処理の広

域化及びごみ処理施設の集約化」を推進している。 

周防大島町は、これまで構成市町を含めて広域化によるごみ処理施設の更新を検討してお

り、今後も共同処理及び施設の集約化について検討していくものとする。 

 

(5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

住民がプラスチック使用製品の使用を合理化し、プラスチック使用製品廃棄物の排出を抑

制するよう、また認定プラスチック使用製品を使用するようごみ分別マニュアルやホームペ

ージ、自治会や小学校と連携した環境学習等で啓発・情報提供を行う。 

周防大島町は、プラスチック資源を容器包装プラスチック、その他プラスチックに分別回

収しているが、令和10年度を目標にプラスチック使用製品廃棄物の回収の実施を検討し、容

器包装リサイクル法に基づく指定法人への引き渡し、または独自ルートにより認定事業者に

引き渡す。分別基準については、プラスチック使用製品廃棄物の分別収集の手引きを踏まえ

て検討する。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

令和４年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

総排出量は、集団回収量も含め 4,338 トンであり、再生利用される「総資源化量」は 1,055

トン、リサイクル率｛＝(直接資源化量＋処理後再生利用量＋集団回収量)／(ごみの総処理量

（排出量）＋集団回収量)｝は 24.3％である。 

中間処理施設による減量化量は 3,198 トンであり、集団回収量を除いた排出量の 75.1％が

減量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の 2.0％にあたる 85 トンを埋立処分し

ている。 

なお、中間処理量のうち、焼却量は 3,668トン（環境センターの残渣焼却量 55 トンを含む）

である。 

集団回収量 総資源化量

82 t

処理残渣量

1,026 t

排　出　量 計画処理量 (24.1%)

4,256 t 4,256 t

(100.0%) 減量化量

3,198 t

自家処理量 (75.1%) 最終処分量

0 t 85 t

(2.0%)

直接最終処分量

0 t

(0.0%)

中間処理量 処理後最終処分量

4,224 t 85 t

(99.2%) (2.0%)

1,055 t

直接資源化量 処理後再生利用量

32 t 941 t

(0.8%) (22.1%)

 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー（令和４年度） 
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(2) 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１

のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

1,042 トン 1,000 トン ( -4.0% )

１事業所当たりの排出量※2 1.28 トン/事業所 1.29 トン/事業所 ( 0.8% )

3,214 トン 2,503 トン ( -22.1% )

１人当たりの排出量※3 188 kg/人･年 167 kg/人･年 ( -11.2% )

4,256 トン 3,503 トン ( -17.7% )

32 トン ( 0.8% ) 29 トン ( 0.8% )

1,055 トン ( 24.3% ) 907 トン ( 25.4% )

85 トン ( 2.0% ) 70 トン ( 2.0% )

※１

※２

・R4：

・R11：

※３

・R4：

・R11：

最終処分量 ：埋立処分された量[単位:トン]

総資源化量 ：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位:トン]

エネルギー回収量 ：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量[単位:MWh]　及び熱利用量[単位：GJ]

減量化量 ：中間処理量と処理後の残渣量の差[単位:トン]

・人口は過去の実績に基づく推計より、R4：14,120人(実績)、R11：11,918人(推計)とする。

（3,214t－555t）÷14,120人＝188kg

（2,503t－511t）÷11,918人＝167kg

《用語の定義》

排出量 ：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く)[単位:トン]

排出量は現状（R4）に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排
出量＋集団回収量に対する割合

(１事業所当たりの排出量)＝｛(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)｝／(事業所数)

・事業所数は過去の実績に基づく推計より、R4：816事業所(推計)、R11：776事業所(推計)とする。

（1,042t－0t）÷816事業所＝1.28t

（1,000t－0t）÷776事業所＝1.29t

(１人当たりの排出量)＝｛(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)｝／(人口)

周
防
大
島
町

排出量

事業系 総排出量

生活系 総排出量

合　計 事業系生活系排出量合計

再生利用量
直接資源化量

総資源化量(集団回収含む）

最終処分量 埋立最終処分量

市町別 指　標・単　位
現状(割合※1) 目標(割合※1)

(令和4年度) (令和11年度)

 

 

集団回収量 総資源化量

69 t

処理残渣量

879 t

排　出　量 計画処理量 (25.1%)

3,503 t 3,503 t

(100.0%) 減量化量

2,595 t

自家処理量 (74.1%) 最終処分量

0 t 70 t

(2.0%)(0.0%)

3,474 t 70 t

(99.2%) (2.0%)

直接最終処分量

0 t

29 t 809 t

(0.8%) (23.1%)

中間処理量 処理後最終処分量

907 t

直接資源化量 処理後再生利用量

 

図２ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 11年度） 
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３ 施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

表２ 発生抑制、再使用の推進のための施策 

施策項目 
実施 
主体 

具体的内容 
実施時
期 

ア 有料化 
(指定ごみ袋制度) 

周防大
島町 

可燃ごみ、プラスチックごみ等において有料指定ご
み袋制度としている。今後も手数料に関する調査を
行いながら、指定ごみ袋制度を継続していく。 

R6 
 
～ 
 

R10 

イ 環境教育 生涯学習講座や出前講座の実施、小中学生を対象と
した廃棄物処理施設の施設見学会等を実施してお
り、今後も環境学習を充実させていく。 

ウ  普及啓発 ごみ処理に関する町民の知識向上のために、町のホ
ームページ、広報誌等を利用した情報発信、イベン
トでの資料展示等を行う。また、啓発チラシ等の作
成により、分別徹底を啓発する。 

エ 助成制度 再生資源の集団回収を行う地域住民団体（婦人会、
子供会等）に対して、チラシの作成及び放送などの
支援を実施しており、今後も継続するものとする。 

オ マイバッグ運動 
・レジ袋対策等 

マイバッグ持参運動の啓発等を継続する。 

カ 再使用の推進 漂着した漁業資材について関係機関と連携して再
使用を推進しており、今後も継続するものとする。 

キ 小型家電製品の 
リサイクル 

小型家電製品については、小型家電リサイクル法に
基づき回収・有効利用を図る。 

ク 食品ロス対策 食材の使いキリ、料理の食べキリ、生ごみの水キリ
の「３キリ運動」を進めるための広報活動を実施す
る。 

ケ プラスチック類の 
再商品化 

周辺市町や国の施策動向、国内先進事例について調
査・研究を進め、プラスチックに係る資源循環の促
進等に関する法律対応に向けた取組みを促進する。 

コ 生活排水対策 公共用水域を保全するための種々の情報提供を行
う。浄化槽の保守点検や清掃に関する啓発等を行う。 
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(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

ごみの分別区分及び処理方法は、表３のとおりである。 

周防大島町では、令和 10 年度を目標に古紙、プラスチック使用製品廃棄物の資源化につい

て検討する。 

その他の分別区分については、今後も現状の分別収集を継続するが、資源化率の向上や収

集・処理の効率化のため、更なる検討を行う。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系一般廃棄物の搬入は、事業者自らが行うか、本町が許可する収集運搬許可業者によ

り行っている。 

事業者に対する排出者処理責任に関する指導を継続する。また、本町に搬入するごみは、

分別徹底を行うよう排出事業者あるいは収集運搬許可業者に対し指導を継続する。 

 

ウ 生活排水処理の現状と今後 

周防大島町では、生活排水処理を効率的に行うため、引き続き、公共下水道や合併処理浄

化槽の整備を進める。 

 

エ 今後の処理体制の要点 

周防大島町において、公共下水道、農業集落排水処理施設等が整備されていない人口散在

地域で合併処理浄化槽の整備を推進する。 
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(3) 処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

前記(2)の分別区分及び処理体制で処理を継続し、施設の延命化と温室効果ガスの削減を行

うために必要な施設整備を表４のとおり行う。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業

番号 

施設整備種類 

施設名 
事業名 処理能力 

設置 
予定地 

事業 

期間 

国土 

強靭化 

１ 

ごみ焼却施設 

周防大島町清掃セ

ンター 

周防大島町ごみ

焼却施設基幹的

設備改良事業 

22ｔ/日 

山口県大島郡周

防大島町大字椋

野字堺 5-12 

R7～R9 ― 

 

（整備理由） 事業番号１  既存処理施設の延命化及び温室効果ガスの削減 

 

(4) 施設整備に関する計画支援事業 

(3)の施設整備に先立ち、表５のとおり計画支援事業を行う。 

表５ 実施する計画支援事業 

事業

番号 
事業名 事業内容 事業期間 

2 
周防大島町ごみ焼却施設基幹的設備改良事業（事業番号１）

に係る発注仕様書作成等業務 

基本設計、 

発注仕様書作成等 
R6～R7 
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(5) その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア 不法投棄対策 

不法投棄は、犯罪や迷惑行為である旨を周知し、投棄しにくい環境づくり（監視体制の確

立、事業者等との協定締結）を行う。 

 

イ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

平成 29年 3月に策定した「周防大島町災害廃棄物処理計画」に基づき処理を行う。 

 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

本地域では、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じ

て、山口県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計

画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また､評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものと

する。 
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(添付資料１) 対象地域図 

 

周防大島町
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(添付資料２-１) 目標の設定に関するグラフ等 
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(添付資料２-２) 目標の設定に関するグラフ等 

行
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(添付資料２-３) 目標の設定に関するグラフ等 
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 (添付資料３-１) 地域内の施設の状況と予定（ごみ処理施設、し尿処理施設位置図） 

 

周防大島町清掃センター
（焼却施設）

基幹的設備改良事業予定地

橘不燃物処理場
（最終処分場）

大島不燃物処理場
（最終処分場）

久賀不燃物処分場
（最終処分場）

東和不燃物処理場
（最終処分場）

周防大島町かわら処分場
（最終処分場）

周防大島町衛生センター
（し尿処理施設）

情島衛生センター
（し尿処理施設）

エリア1

エリア2

エリア3
エリア4

エリア5

エリア6

周防大島町環境センター
（資源化処理施設・最終処分場）

エリア7
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(添付資料４) ハザードマップ 

 

洪水、津波、高潮により浸水が想定される区域と浸水深（エリア 1） 

周防大島町清掃センター
（焼却施設）

久賀不燃物処分場
（最終処分場）

 
急傾斜地の崩壊、土石流、地滑りによる特別警戒区域、警戒区域（エリア 1） 

周防大島町清掃センター
（焼却施設）

久賀不燃物処分場
（最終処分場）
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洪水、津波、高潮により浸水が想定される区域と浸水深（エリア 2） 

周防大島町衛生センター
（し尿処理施設）

 

急傾斜地の崩壊、土石流、地滑りによる特別警戒区域、警戒区域（エリア 2） 

周防大島町衛生センター
（し尿処理施設）
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洪水、津波、高潮により浸水が想定される区域と浸水深（エリア 3） 

大島不燃物処理場
（最終処分場）

 

急傾斜地の崩壊、土石流、地滑りによる特別警戒区域、警戒区域（エリア 3） 

大島不燃物処理場
（最終処分場）
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洪水、津波、高潮により浸水が想定される区域と浸水深（エリア 4） 

周防大島町環境センター
（資源化処理施設・最終処分場）

橘不燃物処理場
（最終処分場）

 

急傾斜地の崩壊、土石流、地滑りによる特別警戒区域、警戒区域（エリア 4） 

周防大島町環境センター
（資源化処理施設・最終処分場）

橘不燃物処理場
（最終処分場）
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洪水、津波、高潮により浸水が想定される区域と浸水深（エリア 5） 

東和不燃物処理場
（最終処分場）

 

急傾斜地の崩壊、土石流、地滑りによる特別警戒区域、警戒区域（エリア 5） 

東和不燃物処理場
（最終処分場）
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洪水、津波、高潮により浸水が想定される区域と浸水深（エリア 6） 

周防大島町かわら処分場
（最終処分場）

 

急傾斜地の崩壊、土石流、地滑りによる特別警戒区域、警戒区域（エリア 6） 

周防大島町かわら処分場
（最終処分場）
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洪水、津波、高潮により浸水が想定される区域と浸水深（エリア 7） 

情島衛生センター
（し尿処理施設）

 

急傾斜地の崩壊、土石流、地滑りによる特別警戒区域、警戒区域（エリア 7） 

情島衛生センター
（し尿処理施設）
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【参考資料様式２】 
施設概要（エネルギー回収施設系） 

 

都道府県名 山口県 

(1)事業主体名 周防大島町 

(2)施設名称 周防大島町清掃センター（基幹的設備改良事業） 

(3)工期 ※1 令和 7年度～令和 9年度 

(4)施設規模 処理能力  22ｔ/日 

(5)形式及び処理方式 バッチ式ストーカ炉 

(6)余熱利用の計画 
1.発電の有無  有（発電効率 ％）   ・ ○無 

2.熱回収の有無 有（熱利用率 ％以上） ・ ○無 

(7)地域計画内の役割 
※2 

令和 5年度に策定する長寿命化計画に基づき、老朽化した現施設 
に対して循環型社会形成推進のための基幹的設備改良工事を実施 
する。CO2の削減率は３％以上とする。 

(8)廃焼却施設 
解体工事の有無 

 有 ○無 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9)燃料の利用計画  

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10)バイオガス 
熱利用率 

 

(11)バイオガスの 
利用計画 

 

 

(12)総事業計画額 ※2 
 R7～R9 : 2,290,849千円 

うち、交付対象事業 1,723,983 千円 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括弧

書きすると。 

※2 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素削減率を記載すること。また、二酸化炭素排出抑制対策事

業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電気を地域でどう利活用するかについて

も記載すること。 
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【参考資料様式８】 

計画支援概要 
 

都道府県名 山口県 

(1)事業主体名 周防大島町 

(2)事業目的 焼却施設の基幹的設備改良のため 

(3)事業名称 

周防大島町ごみ焼却施

設基幹的設備改良事業

に係る発注仕様書作成

等業務 

  

(4)事業期間 ※1 
令和 6年度～ 

令和 7年度 
  

(5)事業概要 
発注支援業務、 
入札支援業務 等 

  

 

(6)総事業計画額 ※1 
12,067 千円 

うち、交付対象事業 12,067 千円 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括弧

書きすると。 

 
 


